
国際社会及びわが国における地球温暖化対策の主な経緯 

年 国際社会における取組 わが国における取組 

１９９３ 

（平成５） 

 

５月 

 

「気候変動に関する国際連合枠組条約」の

締約 

  ３月  

 

１１月 

「エネルギーの使用の合理化に関する法律

（省エネルギー法）」の改正 

「環境基本法」の制定 

１９９４ 

（平成６） 

  ３月 「気候変動枠組条約」が発効 １２月 「環境基本計画」の策定 

１９９５ 

（平成７） 

  ３月 「気候変動枠組条約第１回締約国会議 

(ＣＯＰ１)」の開催（ドイツ・ベルリン） 

  ６月 

 

 

「容器包装に係る分別収集及び再商品化の

促進等に関する法律（容器包装リサイクル

法）」の制定 

１９９６ 

（平成８） 

  ７月 

 

「気候変動枠組条約第２回締約国会議 

(ＣＯＰ２)」の開催(スイス・ジュネーブ) 

  

１９９７ 

（平成９） 

１２月 「気候変動枠組条約第３回締約国会議 

(ＣＯＰ３)」の開催（日本・京都） 

 

  ４月 

 

１２月 

「新エネルギー利用等の促進に関する特別

措置法（新エネルギー法）」の制定 

「地球温暖化対策推進本部」の設置 

１９９８ 

（平成10） 

 

 

 

 

１１月 

 

 

 

 

 

「気候変動枠組条約第４回締約国会議 

(ＣＯＰ４)」の開催（アルゼンチン・ブエ

ノスアイレス） 

 

 

 

  ６月 

 

  

 

１０月 

 

「省エネルギー法」の改正 

「地球温暖化対策推進大綱」の策定 

「特定家庭用機器再商品化法（家電リサイ

クル法）」の制定 

「地球温暖化対策の推進に関する法律（温

対法）」の制定 

１９９９ 

（平成11） 

１０月 

 

「気候変動枠組条約第５回締約国会議 

(ＣＯＰ５)」の開催（ドイツ・ボン） 

  ４月 

 

「地球温暖化対策の推進に関する基本方針」

の閣議決定 

２０００ 

（平成12） 

１１月 

 

「気候変動枠組条約第６回締約国会議 

(ＣＯＰ６)」の開催（オランダ・ハーグ） 

５月 

１２月 

「グリーン購入法」の制定 

「新・環境基本計画」策定 

２００１ 

（平成13） 

 

  ３月 

１１月 

 

米国が京都議定書不参加を表明 

「気候変動枠組条約第７回締約国会議 

(ＣＯＰ７)｣の開催(モロッコ・マラケシュ) 

 

 

 

 

 

 

２００２ 

（平成14） 

 

 

１１月 

 

 

 

「気候変動枠組条約第８回締約国会議 

(ＣＯＰ８)」の開催（インド・デリー） 

 

 

  ３月 

  ６月 

 

 

 

１２月 

「地球温暖化対策推進大綱」の見直し 

「温対法」の改正 

「京都議定書」の批准 

「電気事業者による新エネルギー等の利用

に関する特別措置法（ＲＰＳ法）」の制定 

「省エネルギー法」の改正 

２００３ 

（平成15） 

１２月 

 

「気候変動枠組条約第９回締約国会議 

(ＣＯＰ９)」の開催（イタリア・ミラノ） 

 

 

 

２００４ 

（平成16） 

１２月 「気候変動枠組条約第10回締約国会議 

(ＣＯＰ10)」の開催（アルゼンチン・ブエ

ノスアイレス） 

  

 

２００５ 

（平成17） 

 

１月 

２月 

１１月 

 

ＥＵ域内排出量取引制度開始 

京都議定書発効 

「気候変動枠組条約第11回締約国会議 

（ＣＯＰ11）」の開催（ｶﾅﾀﾞ・ﾓﾝﾄﾘｵｰﾙ） 

２月 

４月 

６月 

６月 

京都議定書発効 

京都議定書目標達成計画閣議決定 

「省エネルギー法」の改正 

「温対法」の改正 

２００６ 

（平成18） 

１１月 

 

「気候変動枠組条約第12回締約国会議 

（ＣＯＰ12）」の開催（ｹﾆｱ・ﾅｲﾛﾋﾞ） 

   

２００７ 

（平成19） 

６月 

 

１１月 

１２月 

 

第33回主要国首脳会議（ﾄﾞｲﾂ・ﾊｲﾘｹﾞﾝﾀﾞﾑｻﾐ

ｯﾄ） 

ＩＰＣＣ第４次評価報告書公表 

「気候変動枠組条約第13回締約国会議 

（ＣＯＰ13）」の開催（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ・ﾊﾞﾘ島） 

５月 

 

「クールアース５０」発表 

 

２００８ 

（平成20） 

１月 

 ７月 

 

１２月 

 

京都議定書第一約束期間開始 

第34回主要国首脳会議（北海道洞爺湖サミ

ット） 

「気候変動枠組条約第14回締約国会議 

（COP14）」の開催（ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ・ﾎﾟｽﾞﾅﾝ） 

１月 

３月 

  ５月 

６月 

 ７月 

「クールアース推進構想」発表 

京都議定書目標達成計画全部改定 

「省エネルギー法」の改正 

「温対法」の改正 

低炭素社会づくり行動計画閣議決定 

参考資料５ 



年 国際社会における取組 わが国における取組 

２００９ 

（平成21） 

７月 

９月 

１２月 

第35回主要国首脳会議（ｲﾀﾘｱ・ﾗｸｲﾗｻﾐｯﾄ） 

国連気候変動首脳会合の開催（ﾆｭｰﾖｰｸ） 

「気候変動枠組条約第15回締約国会議 

（COP15）」の開催（ﾃﾞﾝﾏｰｸ・ｺﾍﾟﾝﾊｰｹﾞﾝ） 

 ６月 

 

 

 ９月 

温室効果ガス（GHG）排出削減の中期目標 

（麻生首相）表明（2020年までに2005年比

▲15％） 

GHG排出削減の中期目標（鳩山首相）表明 

（2020年までに1990年比▲25％） 

２０１０ 

（平成22） 

１２月 「気候変動枠組条約第16回締約国会議 

（COP16）」の開催（ﾒｷｼｺ・ｶﾝｸﾝ） 

 １月 

３月 

GHG排出削減の中期目標の条件付き決定 

「地球温暖化対策基本法案」閣議決定 

（法案成立に至らず廃案） 

２０１１ 

（平成23） 

１２月 「気候変動枠組条約第17回締約国会議 

（COP17）」の開催（南ｱﾌﾘｶ・ﾀﾞｰﾊﾞﾝ） 

３月 

８月 

東日本大震災、福島第一原子力発電所事故 

「電気事業者による再生可能エネルギー電

気の調達に関する特別措置法（再生可能エ

ネルギー特別措置法）」の制定 

２０１２ 

（平成24） 

１２月 

 

「気候変動枠組条約第18回締約国会議 

（COP18）」の開催（ｶﾀｰﾙ・ﾄﾞｰﾊ） 

４月 

７月 

 

９月 

 

９月 

第四次環境基本計画閣議決定 

再生可能エネルギー特別措置法に基づく固

定価格買取制度開始 

「都市の低炭素化の促進に関する法律（エ

コまち法）」の制定 

今後のエネルギー・環境政策について閣議

決定 

２０１３ 

（平成25） 

 １月 

 

９月 

 

１１月 

京都議定書第二約束期間開始（わが国は不

参加） 

IPCC第５次評価報告書第１作業部会報告書

公表 

「気候変動枠組条約第19回締約国会議 

（COP19）」の開催（ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ・ﾜﾙｼｬﾜ） 

３月 

 

４月 

 

５月 

５月 

１１月 

「当面の地球温暖化対策に関する方針」決

定 

「住宅・建築物の省エネルギー基準」の改

正（住宅については、13年10月施行） 

「温対法」の改正 

「省エネルギー法」の改正 

原子力発電によるGHG削減効果を含めずに

設定した現時点の削減目標（2020年度まで

に2005年度比▲3.8％）発表 

２０１４ 

（平成26） 

 ３月 

 

 ４月 

 

 ９月 

１１月 

１２月 

IPCC第５次評価報告書第２作業部会報告書

公表 

IPCC第５次評価報告書第３作業部会報告書

公表 

国連気候サミットの開催（ﾆｭｰﾖｰｸ） 

IPCC第５次評価報告書統合報告書公表 

「気候変動枠組条約第20回締約国会議 

（COP20）」の開催（ﾍﾟﾙｰ・ﾘﾏ） 

 ７月 わが国が京都議定書の目標（基準年比▲6

％）を達成したことを発表（地球温暖化対

策推進本部発表） 

 


